八幡平市生活支援体制整備事業委託業務仕様書
１　事業の目的
高齢者が日常生活を営む上で支援が必要な状態になっても、住み慣れた地域で生きがいを持ってその人らしい生活を継続していくためには、地域の支え合いの推進が必要である。
また、高齢者自身が、社会参加し役割をもつことは、生きがいや介護予防につながる。

八幡平市生活支援体制整備事業は、元気な高齢者をはじめとする住民が担い手として参加する住民主体の活動等多様な主体による多様な生活支援・介護予防サービス（以下「生活支援等サービス」という。）の提供体制を構築し、及び生活支援等サービスを提供する事業主体等関係者のネットワークの強化により連携・協働を推進し、高齢者の生活支援体制の充実・強化を図ることを目的とする。

２　業務名
八幡平市生活支援体制整備事業委託業務
３　委託期間
    令和６年４月１日から令和９年３月31日までとする。
４　準拠法令等
　　業務実施にあたり、本仕様書のほか介護保険法（平成９年法律第123号）その他関係法令等、介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン及び地域支援事業実施要綱（厚生労働省）に準拠するものとする。
５　業務の内容
　業務実施の推進役となる生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）（以下「コーディネーター」という。）を市全域（以下「第１層」という。）と日常生活圏域（以下「第２層」という。）の各圏域に配置する。第1層を担当するコーディネーターは、専らその業務に従事するものであること。ただし、第２層の一圏域を兼務することは妨げない。
　（１）第１層コーディネーターの業務
　　　ア　利用者のニーズと生活支援等サービスのコーディネート等に関する次の業務
（ア）生活支援等サービスの把握
（イ）利用者のニーズの把握
（ウ）利用者のニーズと生活支援等サービスのマッチング
（エ）関係者間のネットワークの構築

（オ）地域に不足する生活支援等サービスの創出に係る検討及び調整
イ　八幡平市生活支援体制整備協議体（以下「協議体」という。）との連携・協働に関する業務
ウ　一般のサービスの担い手となるボランティア等の養成に関する業務
エ　第２層コーディネーターとの情報共有、方針の統一及び助言・指導に関する業務
（２）第２層コーディネーターの業務

ア　利用者のニーズと生活支援等サービスのコーディネート等に関する次の業務

（ア）第２層の生活支援等サービスの把握

（イ）第２層の利用者のニーズの把握

（ウ）第２層の利用者のニーズと生活支援等サービスのマッチング

（エ）関係者間のネットワークの構築

（オ）第２層に不足する生活支援等サービスの創出に係る検討及び調整

イ　八幡平市生活支援体制整備協議体（以下「協議体」という。）との連携・協働に関する業務

ウ　第２層におけるサービスの担い手となるボランティア等の養成に関する業務

エ　他のコーディネーターとの情報共有及び連携・協働に関する業務
６　受託者の責務
（１）受託者は、本業務を遂行するにあたり、適切な知識と経験を有する者を配置し、的確かつ迅速に履行するよう努めること。
（２）受託者は、委託契約締結後速やかに事業計画書を提出して委託者の承認を受けるとともに、受託期間中においては適正な進捗管理を行い、委託者から進捗状況の報告を請求された場合は、速やかに報告すること。なお、当該計画書の内容は委託者と受託者の協議により変更することができるものとする。
（３）受託者は、委託業務の処理について業務処理責任者を定め、委託者に通知すること。なお、業務処理責任者を変更した場合も同様とする。
（４）受託者は、コーディネーターが国や都道府県が実施する研修を修了していない場合は、可及的速やかに当該研修を受講させること。また、資質の向上に努めるよう指導及び必要な措置を講じること。
（５）受託者は、毎年３月31日までに1年間の業務の処理成果を記載した実績報告書を委託者に提出しなければならない。
（６）受託者は、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）の規定を遵守するほか、個人情報保護対策を施した管理下で業務を行うこと。また、業務終了後も含め、個人情報その他業務上知り得た内容を第三者に漏らし、又は公表してはならない。
（７）委託者から提供を受けた資料等は、本委託業務以外に使用してはならない。ただし、第三者に提供する場合で、あらかじめ委託者の承諾を得たものについてはこの限りではない。
（８）委託業務に係る関係書類は、委託期間終了後、翌年度４月１日から起算して５年間保存すること。
７　コーディネーターの活動方針
（１）住民を主体とした地域の互助「地域づくり」の視点に立って活動すること。
（２）地域のつながりや支え合いを保ち・育む「つなぎ役」であると認識して活動すること。
（３）所属する法人の枠にとらわれず、公平・中立な立場で活動すること。
（４）高齢者及び高齢者等を取り巻く地域の状況に関心をもち、現状の理解とニーズ把握に努めること。
（５）地域に出向き、住民の日常の暮らしの中の支え合いを発見し、見える化（意識化）をはかり、更なる活動の発展へつながるよう努めること。
（６）ニーズと生活支援等サービスのマッチングを行い、地域での生活を支援すること。
（７）生活支援等サービス提供主体等、地域の関係者間の調整役であることを意識しネットワークの構築に努めること。
（８）求められる生活支援等サービスの創出及び担い手の育成に努めること。
（９）市健康福祉課及び関係機関と情報共有をはかり、連携・協働に努めること。また、協議体に参画し、連携強化の機会とすること。
８　業務に要する経費及び支払
（１）委託者は、予算の範囲内で、業務の実施に要する次に掲げる経費を委託料として受託者に支払うものとする。
　　ア　人件費
　　イ　旅費
ウ　消耗品費
　　エ　燃料費
　　オ　役務費
　　カ　使用料及び賃借料
　　キ　その他事業の実施に必要と認められる経費
（２）委託料は、半期ごとに請求できるものとする。
９　特記事項
本委託業務の遂行に当たり疑義が生じた場合は、原則として委託者の指示に従うものとし、必要に応じて委託者及び受託者双方の協議により処理するものとする。
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